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令和元年版 救急・救助の現況

総務省消防庁

　総務省消防庁は2019年12月26日、全
国の救急業務及び救助業務の実施状況
等を取りまとめた「令和元年版 救急・
救助の現況」（救急蘇生統計を含む。）
を公表した。
　概要は次のとおり。
〇救急業務の実施状況概要（救急出動
件数及び搬送人員）

〈消防防災ヘリコプターを含む救急出
動件数及び搬送人員〉

　平成30年中の救急出動件数は、消防
防災ヘリコプターによる件数も含め、
660万8,341件（対前年比26万2,824件増、
4.1％増）、搬送人員は596万2,613人（対
前年比22万3,949人増、3.9％増）で救
急出動件数、搬送人員ともに過去最多
となった。
〈救急自動車による救急出動件数及び
搬送人員〉

　平成30年中の救急自動車による救
急出動件数は660万5,213件（対前年比
26万3,066件増、4.1％増）、搬送人員は
596万295人（対前年比22万4,209人増、
3.9％増）で救急出動件数、搬送人員と
もに過去最多となった。
　救急自動車は4.8秒に１回の割合で
出動し、国民の21人に１人が搬送され
たことになる。
〈事故種別の救急出動件数及び搬送人員〉
　平成30年中の救急自動車による救急
出動件数の内訳を事故種別ごとにみる
と、急病が429万4,924件（65.0％）、一
般負傷が99万7,804件（15.1％）、交通
事故が45万9,977件（7.0％）などとなっ
ている。
　事故種別ごとの救急出動件数の推移
をみると、急病と一般負傷は増加して
いる一方で、交通事故は減少している。
　平成30年中の救急自動車による搬送
人員の内訳を事故種別ごとにみると、
急病が389万1,040人（65.3％）、一般負

傷が91万2,346人（15.3％）、交通事故が
44万1,582人（7.4％）などとなっている。
　事故種別ごとの搬送人員の推移をみる
と、事故種別ごとの救急出動件数と同じ
ように、急病と一般負傷は増加してい
る一方で、交通事故は減少している。
〈年齢区分別の搬送人員〉
　平成30年中の救急自動車による搬送
人員の内訳を年齢区分別にみると、高
齢者が353万9,063人（59.4％）、成人が
193万5,986人（32.5％）、乳幼児が26万
6,032人（4.5%）などとなっている。
　年齢区分別の搬送人員の推移をみる
と、高齢者の搬送割合が増加している。
〈傷病程度別の搬送人員〉
　平成30年中の救急自動車による搬
送人員の内訳を傷病程度別にみる
と、軽症（外来診療）が290万9,546人
（48.8％）、中等症（入院診療）が248万
2,018人（41.6％）、重症（長期入院）が
48万7,413人（8.2%）などとなっている。
　傷病程度別の搬送人員の推移をみる
と、総搬送人員に占める軽症の傷病者
の割合は、約５割のまま横ばいとなっ
ている。
〈救急自動車による現場到着所要時間
及び病院収容所要時間〉
　平成30年中の救急自動車による現場
到着所要時間（入電から現場に到着す
るまでに要した時間）は、全国平均で
8.7分（対前年比0.1分増）、病院収容所
要時間（入電から医師引継ぎまでに要
した時間）は、全国平均で39.5分（対
前年比0.2分増）となっている。
　現場到着所要時間と病院収容所要時
間の推移をみると、どちらも延伸傾向
にある。
〈一般市民による心肺蘇生（ＡＥＤ（自
動体外式除細動器）の使用を含む。）実
施の有無別の生存率〉

（一般市民が目撃した心原性心肺機能
停止傷病者のうち、一般市民による心
肺蘇生等実施の有無別の生存率）
　平成30年中に一般市民が目撃した

心原性心肺機能停止傷病者数は２万
5,756人で、そのうち一般市民が心肺
蘇生を実施した傷病者数は１万4,965
人（58.1％）となっている。
　一般市民が心肺蘇生を実施した傷病
者数のうち、一般市民がＡＥＤを使用
し除細動を実施した傷病者数は1,254人
で、そのうち１か月後生存者数は701
人（55.9％）、１か月後社会復帰者数は
605人（48.2％）となっている。
〇救助業務の実施状況
　平成30年中における全国の救助活動
の状況は、救助出動件数９万7,429件
（対前年比5,093件増、5.5％増）、救助
活動件数６万1,507件（対前年比5,192
件増、9.2％増）、救助人員６万3,836人
（対前年比6,172人増、10.7％増）であ
り、前年と比較して救助出動件数、救
助活動件数及び救助人員はいずれも増
加している。
〈救助出動件数〉
　「交通事故」が２万4,686件（対前年
比1,456件減、5.6％減）と減少する一
方で、「火災」が4,067件（対前年比18
件増、0.4％増）、「建物等による事故」
が３万5,578件（対前年比2,101件増、
6.3％増）、「水難事故」が4,054件（対
前年比278件増、7.4％増）、と増加し
ている。なお、昭和55年以降「交通事
故」が最多種別であったが、平成25年
以降「建物等による事故」が最多とな
り、出動件数全体の36.5％を占めてい
る。次いで「交通事故」２万4,686件
（25.3％）、「火災」4,067件（4.2％）、「水
難事故」4,054件の（4.2％）順となって
いる。
　事故種別ごとの救助出動件数の構成
比の推移をみると、「建物等による事
故」が増加している一方で、「火災」
と「交通事故」は減少している。
〈救助活動件数〉
　「建物等による事故」が２万6,135件
（対前年比3,386件増、14.9％増）と、
活動件数全体の42.5％を占め、平成

フォーラム：ドローンの共生する社
会に向けた安全・危機管理を開催

（一社）ドローン安全推進協議会
（一社）ドローン安全推進協議会（代表理
事：井上幸彦元警視総監）は６月８日、東
京・千代田区のホテルニューオータニ「悠
の間」において、フォーラム：ドローンの
共生する社会に向けた安全・危機管理を開
催した。
フォーラムの冒頭、安倍晋三元総理大臣

からドローンの利活用等の講演（写真）の
後、同協議会川口禎光事務局長の「国内外
のドローンの開発・運用状況とその問題点
について」と題する調査報告、東京消防庁
警防部の宮澤裕即応対処部隊担当課長から
「東京消防庁におけるドローンの活用につ
いて」と題する基調講演（写真）があった。

当日は、同協議会の役員、消防機器業他
約60名が参加して、活発な質疑応答・意見
交換がなされ、また次回開催の要望も出さ
れた。最後に、飯塚洋安倍晋三事務所の元
政策秘書と井上代表理事より挨拶があり閉
会となった。
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病」が681件（対前年比17件減、2.4％
減）、「一般負傷」が646件（対前年比
24件減、3.6％減）、「医師搬送」が435
件（対前年比16件減、3.5％減）などと
なっている。
〈消防防災ヘリコプターの救急搬送人員〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急搬送人員は、「転院搬送」が894
人（対前年比230人減、20.5％減）、「急
病」が424人（対前年比４人増、1.0％
増）、「一般負傷」が632人（対前年比
27人減、4.1％減）などとなっている。
〈消防防災ヘリコプターの救助出動件数〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救助出動件数は、「山岳」が1,198件
（対前年比74件減、5.8％減）、「水難」
が509件（対前年比16件減、3.0％減）、
「自然災害」が134件（対前年比105件
増、362.1％増）、「火災」が０件（対
前年比０件）、「その他」が217件（対
前年比15件増、7.4％増）となっている。
　事故種別ごとの推移をみると、大雨
被害等による「自然災害」が他の事故
種別に比べ増加している。
〈消防防災ヘリコプターの救助人員〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救助人員は、「山岳」が921人（対前
年比81人減、8.1％減）、「水難」が67
人（対前年比13人減、16.3％減）、「自
然災害」が170人（対前年比97人増、
132.9％増）、「火災」が０人（対前年
比０人）、「その他」が106人（対前年
比24人増、29.3％増）となっている。
〇緊急消防援助隊航空小隊の出動件数
及び救助・救急搬送人員

　大規模災害発生時には、消防防災ヘ
リコプターは、緊急消防援助隊航空隊
として出動し、機動力を活かした救助、
救急、情報収集、資機材･人員輸送等、
多岐にわたる任務を遂行し、大きな成
果をあげている。
　平成30年中における消防防災ヘリコ
プターの緊急消防援助隊航空小隊とし
ての出動件数及び救助・救急搬送人員
は160件（対前年比116件増）・300人（対
前年比209件増）。その内、大分県中津
市土砂災害は２件・６人、大阪府北部

を震源とする地震は２件・０人、平成
30年７月豪雨は129件・187人、平成30
年北海道胆振東部地震が27件・107人
となっている。

地方公共団体における
業務継続計画策定状況の

調査結果を公表

総務省消防庁

　総務省消防庁は、地方公共団体にお
ける業務継続計画の策定状況について
調査を実施し、2019年12月26日に６月
１日現在の状況を取りまとめ公表した。
〇業務継続計画策定状況
（１）　調査対象
　都道府県 47団体、市町村 1,741団体
（２）　調査基準日
　令和元年６月１日
（３）　調査内容
　災害を対象とした業務継続計画の策
定状況
（４）　調査結果の概要
　策定状況は以下のとおり（平成30年
６月比）
　○都道府県 100.0％
　　［47団体（前年比±０団体）］
　○市町村　　89.7％
　　［1,561団体

（前年比＋159　団体・＋9.2％）］
※令和元年度内の策定予定を含めると 94.4％

 　［1,644団体（前年比＋242 団体・＋13.9％）］　
　同庁では、地方公共団体に対し、業
務継続計画未策定の団体においては、
「市町村のための業務継続計画作成ガ
イド」を参考に早期に業務継続計画を
策定し、業務継続計画策定済の団体に
おいては、研修・訓練等により内容の
充実を図るとともに計画の実効性を高
めるよう、通知を発出した。
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/
houdou/items/011226bcphoudou.pdf
※業務継続計画

　災害時に行政自らも被災し、人、物、情報

等利用できる資源に制約がある状況下におい

て、優先的に実施すべき業務（非常時優先業

務）を特定するとともに、業務の執行体制や

20年以降、依然として最多の事故種
別となっている。次いで「交通事故」
１万4,261件（23.2％）、「火災」4,067件
（6.6％）、「水難事故」2,806件（4.6％）
の順となっている。
　事故種別ごとの救助活動件数の構成
比の推移をみると、「建物等による事
故」が増加している一方で、「火災」
と「交通事故」は減少している。
〈救助人員〉
　「風水害等自然災害事故」が4,326人
（対前年比3,084人増、248.3％増）と増
加している。また、昭和53年以降「交
通事故」が最多種別であったが、平成
25年以降、「建物等による事故」が最
多となり、２万4,086人（対前年比2,744
人増、12.9％増）と救助人員全体の
37.7％を占めている。
　次いで「交通事故」１万8,813人
（29.5％）、「風水害等自然災害事故」
4,326人（6.8％）、「水難事故」2,919人
（4.6％）の順になっている。
　事故種別ごとの救助人員の構成比の
推移をみると、「建物等による事故」
が増加している一方で、「火災」と「交
通事故」は減少している。
〇消防防災ヘリコプターによる救急・
救助等業務の実施状況
　消防防災ヘリコプターは、令和元年
11月１日現在、全国44都道府県に合計
75機配備されている（総務省消防庁ヘ
リコプター５機を含む）。
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急出動件数は3,128件（対前年比
242件減、7.2％減）、救助出動件数は
2,058件（対前年比30件増、1.5％増）と
なっている。
　その他に、火災出動件数は1,042件
（対前年比68件減）、情報収集・輸送
等出動件数は269件（対前年比25件増）
となっており、すべての出動件数を合
わせた合計は6,497件（対前年比255件
減）となっている。
〈救急出動件数〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急出動件数は、「転院搬送」が949
件（対前年比176件減、15.6％減）、「急

ドローン議員連盟総会で講演
（一社）ドローン安全推進協議会

（一社）ドローン安全推進協議会（井上幸彦
代表理事）は８月30日、東京・千代田区の
衆議院第一議員会館で、同協議会の川口禎
光事務局長が自由民主党の無人航空機普
及・利用促進議員連盟（ドローン議連／二
階俊博会長）総会に出席して、「ドローン
危機管理に関する諸問題」と題する講演を
行った（写真）。
川口事務局長は講演で、ドローンを使用
した犯罪テロが世界でも急速に横行するな
か、ドローン産業発展のためにも危機管理
を同時並行で、強力にかつ、具体的に推進
する必要性と、ドローンと社会との共生を
図っていくべきと熱く語った。ドローン議
連の議員の他、内閣官房、警察庁、総務省、
農林水産省、国土交通省、経済産業省、防
衛省の関係者もこの講演を受講した。
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病」が681件（対前年比17件減、2.4％
減）、「一般負傷」が646件（対前年比
24件減、3.6％減）、「医師搬送」が435
件（対前年比16件減、3.5％減）などと
なっている。
〈消防防災ヘリコプターの救急搬送人員〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急搬送人員は、「転院搬送」が894
人（対前年比230人減、20.5％減）、「急
病」が424人（対前年比４人増、1.0％
増）、「一般負傷」が632人（対前年比
27人減、4.1％減）などとなっている。
〈消防防災ヘリコプターの救助出動件数〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救助出動件数は、「山岳」が1,198件
（対前年比74件減、5.8％減）、「水難」
が509件（対前年比16件減、3.0％減）、
「自然災害」が134件（対前年比105件
増、362.1％増）、「火災」が０件（対
前年比０件）、「その他」が217件（対
前年比15件増、7.4％増）となっている。
　事故種別ごとの推移をみると、大雨
被害等による「自然災害」が他の事故
種別に比べ増加している。
〈消防防災ヘリコプターの救助人員〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救助人員は、「山岳」が921人（対前
年比81人減、8.1％減）、「水難」が67
人（対前年比13人減、16.3％減）、「自
然災害」が170人（対前年比97人増、
132.9％増）、「火災」が０人（対前年
比０人）、「その他」が106人（対前年
比24人増、29.3％増）となっている。
〇緊急消防援助隊航空小隊の出動件数
及び救助・救急搬送人員

　大規模災害発生時には、消防防災ヘ
リコプターは、緊急消防援助隊航空隊
として出動し、機動力を活かした救助、
救急、情報収集、資機材･人員輸送等、
多岐にわたる任務を遂行し、大きな成
果をあげている。
　平成30年中における消防防災ヘリコ
プターの緊急消防援助隊航空小隊とし
ての出動件数及び救助・救急搬送人員
は160件（対前年比116件増）・300人（対
前年比209件増）。その内、大分県中津
市土砂災害は２件・６人、大阪府北部

を震源とする地震は２件・０人、平成
30年７月豪雨は129件・187人、平成30
年北海道胆振東部地震が27件・107人
となっている。

地方公共団体における
業務継続計画策定状況の

調査結果を公表

総務省消防庁

　総務省消防庁は、地方公共団体にお
ける業務継続計画の策定状況について
調査を実施し、2019年12月26日に６月
１日現在の状況を取りまとめ公表した。
〇業務継続計画策定状況
（１）　調査対象
　都道府県 47団体、市町村 1,741団体
（２）　調査基準日
　令和元年６月１日
（３）　調査内容
　災害を対象とした業務継続計画の策
定状況
（４）　調査結果の概要
　策定状況は以下のとおり（平成30年
６月比）
　○都道府県 100.0％
　　［47団体（前年比±０団体）］
　○市町村　　89.7％
　　［1,561団体

（前年比＋159　団体・＋9.2％）］
※令和元年度内の策定予定を含めると 94.4％

 　［1,644団体（前年比＋242 団体・＋13.9％）］　
　同庁では、地方公共団体に対し、業
務継続計画未策定の団体においては、
「市町村のための業務継続計画作成ガ
イド」を参考に早期に業務継続計画を
策定し、業務継続計画策定済の団体に
おいては、研修・訓練等により内容の
充実を図るとともに計画の実効性を高
めるよう、通知を発出した。
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/
houdou/items/011226bcphoudou.pdf
※業務継続計画

　災害時に行政自らも被災し、人、物、情報

等利用できる資源に制約がある状況下におい

て、優先的に実施すべき業務（非常時優先業

務）を特定するとともに、業務の執行体制や

20年以降、依然として最多の事故種
別となっている。次いで「交通事故」
１万4,261件（23.2％）、「火災」4,067件
（6.6％）、「水難事故」2,806件（4.6％）
の順となっている。
　事故種別ごとの救助活動件数の構成
比の推移をみると、「建物等による事
故」が増加している一方で、「火災」
と「交通事故」は減少している。
〈救助人員〉
　「風水害等自然災害事故」が4,326人
（対前年比3,084人増、248.3％増）と増
加している。また、昭和53年以降「交
通事故」が最多種別であったが、平成
25年以降、「建物等による事故」が最
多となり、２万4,086人（対前年比2,744
人増、12.9％増）と救助人員全体の
37.7％を占めている。
　次いで「交通事故」１万8,813人
（29.5％）、「風水害等自然災害事故」
4,326人（6.8％）、「水難事故」2,919人
（4.6％）の順になっている。
　事故種別ごとの救助人員の構成比の
推移をみると、「建物等による事故」
が増加している一方で、「火災」と「交
通事故」は減少している。
〇消防防災ヘリコプターによる救急・
救助等業務の実施状況
　消防防災ヘリコプターは、令和元年
11月１日現在、全国44都道府県に合計
75機配備されている（総務省消防庁ヘ
リコプター５機を含む）。
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急出動件数は3,128件（対前年比
242件減、7.2％減）、救助出動件数は
2,058件（対前年比30件増、1.5％増）と
なっている。
　その他に、火災出動件数は1,042件
（対前年比68件減）、情報収集・輸送
等出動件数は269件（対前年比25件増）
となっており、すべての出動件数を合
わせた合計は6,497件（対前年比255件
減）となっている。
〈救急出動件数〉
　平成30年中の消防防災ヘリコプター
の救急出動件数は、「転院搬送」が949
件（対前年比176件減、15.6％減）、「急

フォーラム：ドローンの共生する
社会に向けた安全・危機管理（第
２回）を開催

（一社）ドローン安全推進協議会
（一社）ドローン安全推進協議会（代表理事：
井上幸彦元警視総監）は９月28日、東京・
千代田区の砂防会館別館「六甲」において、
フォーラム：ドローンの共生する社会に向け
た安全・危機管理（第２回）を開催した。
フォーラムの冒頭、高市早苗経済安全保

障担当大臣から「経済安全保障とドローン
との関連について」の講演（写真）の後、
同協議会の川口禎光事務局長の「国内外の
ドローンの開発・運用状況とその問題点に
ついて」の調査報告、CLIFTON合同会社
の板倉貴治代表の「ドローン保険の義務化
と課題について」の基調講演があった。
同協議会の役員、消防機器業や警備業等

関係者他約60名がこのフォーラムに参加
し、意見交換・質疑応答もなされた。最後
に、井上代表理事より閉会の辞があり、成
功裏に終了した。
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